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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、該当する関連会社がないため、記載しておりません。 

３．四半期（当期）の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期

第２四半期 
累計期間 

第41期
第２四半期 
累計期間 

第40期
第２四半期 
会計期間 

第41期 
第２四半期 
会計期間 

第40期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  8,167,908  7,255,878  4,164,121  3,680,128  16,926,483

経常利益（千円）  563,106  200,838  315,197  151,112  1,259,057

四半期（当期）純利益（千円）  309,425  87,238  188,212  142,179  674,792

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  1,545,450  1,545,450  1,545,450

発行済株式総数（千株） － －  23,356  23,356  23,356

純資産額（千円） － －  16,437,264  16,572,054  16,611,601

総資産額（千円） － －  27,110,107  25,920,159  26,795,331

１株当たり純資産額（円） － －  735.04  749.57  751.55

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 13.85  3.95  8.42  6.44  30.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  6.25  6.25  6.25  6.25  12.50

自己資本比率（％） － －  60.58  63.84  61.92

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 195,186  958,824 － －  1,469,870

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △34,824  △623,289 － －  △41,106

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △440,126  △84,262 － －  △1,581,187

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  484,477  862,656  611,755

従業員数（人） － －  495  472  465
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 当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関連会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

 当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 472 [ ] 90
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(1）生産実績 

 当第２四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価で表示しております。 

２．記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）レンタル用資産増加実績 

 （注） 増加実績は、自社生産のうちレンタル資産に振り替えた数量であります。 

  

(3）受注状況 

 当社は販売計画に基づき見込生産をしておりますので、該当事項はありません。 

  

(4）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(5）主要顧客別売上状況 

 主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産・レンタル用資産増加実績及び受注並びに販売の状況】

事業部門別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

ユニットハウス事業部（千円）     753,955     128.7

立体駐車装置事業部（千円）       62,634       84.9

合計（千円）       816,589       123.8

事業部門別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

ユニットハウス事業部（ユニットハウ

ス）（棟） 
 410  41.7

事業部門別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

ユニットハウス事業部 
レンタル（千円）  2,609,211  89.3

販売（千円）  965,247  87.8

小計（千円）  3,574,458  88.9

立体駐車装置事業部 
レンタル（千円）  794  109.5

販売（千円）   104,876  73.9

小計（千円）  105,670  74.1

合計（千円）  3,680,128  88.4
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 当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

当第２四半期会計期間における我が国経済は、海外経済の改善を背景に輸出は下げ止まり、内外の在庫調整の進

展に伴い鉱工業生産は増加に転じ、平成20年度末を底に緩やかに回復してまいりました。その一方では、失業率が

過去最悪を更新するなど、雇用・所得環境は一段と厳しさを増しており、予断を許さない状況であります。  

この間、当社の主たる取引先である建設業界におきましては、企業収益の悪化や設備過剰感の高まりから設備投

資の大幅な減少の影響を受け、急激な建設着工高の減少は回復せず総じて厳しい状況で推移いたしました。 

この状況のもと、ユニットハウス事業部におきましても、大手ゼネコンを始めとする建設着工高の減少の影響を

受け、建設現場向けユニットハウスのレンタル受注の落ち込みは予想以上に厳しいものとなり、当第２四半期会計

期間レンタル料収入は2,609百万円（前年同期比10.7％減）となりました。 

ユニットハウスの販売につきましては、景気後退による、中小企業向け事務所用ユニットハウスの販売不振の

中、展示販売場での販売強化に努めましたが、当第２四半期会計期間製品売上高は965百万円（前年同期比12.2％

減）となりました。 

ユニットハウス事業部の当第２四半期会計期間売上高は3,574百万円（前年同期比11.1％減）、営業利益458百万

円（前年同期比29.9％減）となりました。  

立体駐車装置事業部におきましては、当第２四半期会計期間売上高は105百万円（前年同期比25.9％減）、営業

利益９百万円（前年同期比1.6％増）となりました。 

なお、各事業部の営業利益算定については、全社共通の管理費用309百万円（前年同期比6.7％減）は配賦してお

りません。  

上記の結果、当第２四半期会計期間売上高は3,680百万円（前年度同期比11.6％減）となりました。 

また、利益面におきましては、全社的に諸経費の削減に取り組みましたが、営業利益159百万円（前年同期比

52.1％減）、経常利益151百万円（前年同期比52.1％減）、四半期純利益142百万円（前年同期比24.5％減）となり

ました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期会計期間末に比べ40

百万円減少し、862百万円となりました。 

これらの要因は、税引前四半期純利益155百万円（前年同期比52.6％減）及び減価償却費、売上債権の減少によ

り資金を獲得する一方で、たな卸資金の増加、仕入債務の減少による資金の使用並びに京都物流センター土地取得

に伴う支出によるものであります。 

  

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は823百万円（前年同期は360百万円の獲得）となりました。 

主な増加要因は、税引前四半期純利益155百万円、減価償却費622百万円及び売上債権の減少557百万円であり、

主な減少要因は、たな卸資産の増加263百万円、仕入債務の減少172百万円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は625百万円（前年同期は13百万円の使用）となりました。 

主な使用は、京都物流センターの土地取得580百万円及び販売拠点拡充等による支出によるものであります。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は238百万円（前年同期は616百万円の使用）となりました。 

主な減少要因は、短長借入金の純減222百万円によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社では、以下の経営方針を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であるこ

とが望ましいと考えています。 

  

経営方針 

法令及び社会規範の遵守を前提として次の事項を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を

目指す。 

①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の向上並びに積極的な利益還元 

②経営の透明性確保 

③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構築を行う。 

また、上記の経営方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者やジャ

スダック証券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、次の３項目の要件を充足する必要かつ

妥当な措置を講じるものとします。 

ａ．当該措置が上記の経営方針に沿うものであること 

ｂ．当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと 

ｃ．当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと  

  

(4）研究開発活動 

当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は44百万円であります。 

なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社の取り巻く事業環境は、企業収益の悪化や設備過剰感の高まりから民間建設投資の回復は厳しく、また、新

政権による平成21年度補正予算の一部執行停止による影響が顕在化するため、景気は停滞色が強まる可能性が予想

されます。 

当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、当社の主力事業であるユニットハウスのレンタル事業は建設

業界への建設現場向けユニットハウスのレンタル事業の依存度が高いことから、新たなユニットハウスのレンタル

市場先の開拓が重要な課題になっております。 

これに対応し、展示販売場と屋外型トランクルームを併設した店舗の新規出店を急ぎ、相乗効果による新規顧客

の獲得を目指し、レンタル事業の拡充を図ることが重要と考えております。 

  

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第２四半期会計期間におきましても、建設着工高の減少はユニットハウス事業部の売上高減少に繋がり、建設

現場向けユニットハウスのレンタル稼働率の低下はレンタル資産投資抑制の継続を余儀なくされ厳しい状況で推移

しております。 

当第２四半期会計期間における、レンタル資産投資は378百万円実施、レンタル資産減価償却費569百万円を計上

いたしました。 

キャッシュ・フローにつきましては、当第２四半期会計期間において税引前四半期純利益及び減価償却費、売上

債権の減少により1,335百万円の資金を獲得いたしました。 

その一方、支出におきましては、棚卸資産の増加263百万円及び仕入債務の支払172百万を行い、また、物流セン

ター拡充を目的として、京都物流センター土地取得580百万円を実施いたしました。 

また、財務活動のおきましても222百万円の借入金の返済を実行いたしました。 

なお、自己資本比率は63.8％と高い水準を維持しており、常に安定的に利益を計上できる財務体質を維持してお

ります。 
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(7）経営者の問題意識と今後の方針について 

当社の主要製品であるユニットハウスに係わるレンタル料収入及び製品売上高の構成比率は平成21年３月期

97.9％、当第２四半期累計期間96.7％となっております。 

このように、当社のユニットハウスへの依存率は高い上、当社の取引先は建設業界が中心でもあり、全売上高の

６割をしめており、このために建設業界の動向により業績に影響を受ける可能性があります。 

この状況から脱却するため、ユニットハウス事業部は、中小事業主向けへの一般の事務所や店舗といった本件建

築物件受注活動、一般消費者向けへの展示販売用の小型ハウスの販売強化及びトランクルームビジネスに経営資源

を集中し、収益向上と事業拡大を図ってまいります。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、生産能力及びレンタル能力に重要な影響を及ぼす設備の異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、拡充について

の重要な変更は、次のとおりであります。 

①レンタル用資産につきましては、販売物件への転用による減少および、大型ハウス需要の伸びが見込まれるた

め、次のように変更いたしました。 

②ＳＰＡＣＥ－ＮＡＶＩ（展示販売場）につきましては、販売拠点拡充により、一般消費者および中小業者への

販売を強化する目的で、次のように変更いたしました。 

（注）１．上記の今後の所要資金については、自己資金によって賄う予定であります。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第３【設備の状況】

事業所名 設備の内容  必要性 
予算金額 

（千円） 

既支払金額 

（千円） 

今後の 

所要資金 

（千円） 

着工年月 完成予定年月 完成後の能力

－ 

レンタル用資

産の増加（ユ

ニットハウ

ス・パネル） 

レンタル能

力の増加  
 1,387,941  672,806  715,135 平成21年４月 平成22年３月 

ユニットハウ

ス・パネル 

2,635棟/年  

ＳＰＡＣＥ－Ｎ

ＡＶＩ（併設店

舗含む） 

建物、構築

物、工具器具

備品  

営業能力の

増加  
 103,475  36,475  67,000 平成21年４月 平成22年３月 13店舗 

事業所名 設備の内容 金額（千円） 完成年月 完成後の能力

－ 
レンタル用資産の増加 

（ユニットハウス・パネル）  
 378,656 平成21年７月～９月  930棟完成 

ＳＰＡＣＥ－ＮＡＶ

Ｉ（併設店舗含む） 
建物、構築物、工具器具備品  36,475 平成21年７月～９月  ３店舗 

京都物流センター 

（京都府京田辺市）  

レンタル用ユニットハウス等の

センター用地取得  
 580,723 平成21年８月 

ユニットハウス・

パネル4,000棟 

14,407.32㎡ 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月28日定時株主総会決議 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  23,356,800  23,356,800 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は、1,000株であ

ります。 

計  23,356,800  23,356,800 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  205

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 

新株予約権１個当たりの目的となる株式の数 2,000株 

410,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
新株予約権１個につき 

 893,000

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成22年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格 447

資本組入額 224

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないことととする。 

その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定す

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成19年６月29日定時株主総会決議 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  466

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 

新株予約権１個当たりの目的となる株式の数 1,000株 

466,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  427

新株予約権の行使期間 
自 平成21年８月１日 

至 平成24年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格 427

資本組入額 214

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないことととする。 

その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定す

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日 

～ 

平成21年９月30日 

 －  23,356  －  1,545,450  －  2,698,150
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 （注）当社は自己株式を1,280千株保有していますが、上記大株主からは除外しております。  

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈲和幸興産 千葉県柏市北柏１丁目１  9,733  41.67

長妻 貴嗣 千葉県柏市  3,288  14.08

長妻 和男 千葉県柏市   2,148  9.20

ドイチェ ウエートパピアサービ

スバンク エージーリドレスナー

リエクイティーズ 

Ｐ.Ｏ.ＢＯＸ 90 01 39,60441 ＦＲＡＮＫ

ＦＵＲＵＴ，ＧＥＲＭＡＮＹ 
 365  1.56

（常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行 決済事業部） 
（東京都千代田区丸の内２丁目7-1） 

三協フロンテア従業員持株会  千葉県柏市新十余二５  332  1.43

苅谷 元史 愛知県一宮市  230  0.98

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目4-5 

 200  0.86（常任代理人 日本マスタートラ

スト信託銀行㈱） 
（東京都港区浜松町２丁目11-3） 

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港1-2  195  0.84

長妻 幸枝 千葉県柏市  180  0.77

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目6-6  162  0.70

計 －  16,837  72.09
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,280,000 － 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   22,040,000  22,040 同上 

単元未満株式 普通株式     36,800 － 同上 

発行済株式総数  23,356,800 － － 

総株主の議決権 －  22,040 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５  1,280,000  －  1,280,000  5.48

計 －  1,280,000  －  1,280,000  5.48

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  244  242  268  276  274  279

最低（円）  221  231  233  244  262  267

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準、及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

    

  

（注） 割合の算出は、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現利益、並びに会社間取引の消去後の金額

によっております。 

  

第５【経理の状況】

資産基準  ％2.0

売上高基準  ％3.9

利益基準  ％4.1

利益剰余金基準  ％0.7
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,022,656 771,755

受取手形 582,820 683,068

営業未収入金 2,062,704 2,483,390

売掛金 577,018 1,127,455

販売用不動産 23,952 23,952

商品及び製品 438,957 326,787

仕掛品 117,118 125,718

原材料及び貯蔵品 368,128 373,368

その他 ※2  456,869 ※2  436,053

流動資産合計 5,650,225 6,351,550

固定資産   

有形固定資産   

レンタル資産（純額） 9,311,110 10,045,227

建物（純額） 1,084,995 1,127,825

土地 8,282,970 7,702,247

その他（純額） 431,888 401,777

有形固定資産合計 ※1  19,110,964 ※1  19,277,077

無形固定資産 108,470 99,793

投資その他の資産 ※2  1,050,499 ※2  1,066,909

固定資産合計 20,269,933 20,443,780

資産合計 25,920,159 26,795,331

負債の部   

流動負債   

支払手形 156,073 159,790

買掛金 923,375 1,377,716

短期借入金 4,788,000 2,988,000

未払費用 1,333,650 1,405,476

未払法人税等 89,600 231,000

賞与引当金 114,900 121,200

その他 280,736 525,818

流動負債合計 7,686,336 6,809,001

固定負債   

長期借入金 1,224,000 2,968,000

退職給付引当金 277,960 251,464

役員退職慰労引当金 129,970 134,020

その他 29,837 21,243

固定負債合計 1,661,768 3,374,728

負債合計 9,348,104 10,183,730
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,545,450 1,545,450

資本剰余金 2,698,150 2,698,150

利益剰余金 12,618,056 12,668,792

自己株式 △313,267 △313,267

株主資本合計 16,548,388 16,599,125

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △717 △7,847

評価・換算差額等合計 △717 △7,847

新株予約権 24,383 20,323

純資産合計 16,572,054 16,611,601

負債純資産合計 25,920,159 26,795,331
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 8,167,908 7,255,878

売上原価 4,855,789 4,417,210

売上総利益 3,312,118 2,838,667

販売費及び一般管理費 ※1  2,715,904 ※1  2,607,213

営業利益 596,213 231,454

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 10,073 21,497

スクラップ売却収入 11,949 4,220

その他 17,790 8,604

営業外収益合計 39,813 34,322

営業外費用   

支払利息 57,495 43,527

支払手数料 － 15,075

その他 15,424 6,336

営業外費用合計 72,920 64,938

経常利益 563,106 200,838

特別利益   

関係会社清算益 28,669 －

貸倒引当金戻入額 － 17,501

特別利益合計 28,669 17,501

特別損失   

固定資産除売却損 ※2  17,991 ※2  11,446

会員権評価損 4,850 －

たな卸資産評価損 10,350 －

投資有価証券評価損 － 19,100

特別損失合計 33,192 30,546

税引前四半期純利益 558,583 187,792

法人税、住民税及び事業税 237,977 80,339

法人税等調整額 11,179 20,213

法人税等合計 249,157 100,553

四半期純利益 309,425 87,238
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 4,164,121 3,680,128

売上原価 2,489,409 2,221,686

売上総利益 1,674,712 1,458,442

販売費及び一般管理費 ※1  1,342,371 ※1  1,299,297

営業利益 332,340 159,144

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 9,226 20,882

スクラップ売却収入 4,983 1,807

賃貸料収入 － 1,239

その他 6,106 4,402

営業外収益合計 20,316 28,331

営業外費用   

支払利息 28,726 21,602

支払手数料 － 12,081

その他 8,733 2,679

営業外費用合計 37,460 36,362

経常利益 315,197 151,112

特別利益   

関係会社清算益 28,669 －

貸倒引当金戻入額 － 17,501

特別利益合計 28,669 17,501

特別損失   

固定資産除売却損 ※2  10,287 ※2  9,797

投資有価証券評価損 － 3,000

会員権評価損 4,850 －

特別損失合計 15,137 12,797

税引前四半期純利益 328,728 155,816

法人税、住民税及び事業税 220,635 65,228

法人税等調整額 △80,118 △51,591

法人税等合計 140,516 13,636

四半期純利益 188,212 142,179
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 558,583 187,792

減価償却費 1,218,012 1,241,647

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,700 △60,300

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,500 △6,300

受取利息及び受取配当金 △10,073 △21,497

会員権評価損益（△は益） 4,850 －

投資有価証券評価損益(△は益) － 19,100

関係会社清算益 △28,669 －

支払利息 57,495 43,527

固定資産除売却損益（△は益） 17,991 11,446

売上債権の増減額（△は増加） 195,259 1,068,379

たな卸資産の増減額（△は増加） ※2  △540,468 ※2  △518,652

仕入債務の増減額（△は減少） △839,635 △531,748

その他 △12,344 △233,218

小計 634,201 1,200,176

利息及び配当金の受取額 10,117 21,571

利息の支払額 △59,766 △42,392

法人税等の支払額 △389,365 △220,531

営業活動によるキャッシュ・フロー 195,186 958,824

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △41,794 △639,781

その他 6,970 16,491

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,824 △623,289

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 400,000

短期借入れによる収入 18,000,000 －

短期借入金の返済による支出 △18,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △300,000 △344,000

配当金の支払額 △139,757 △138,058

その他 △369 △2,204

財務活動によるキャッシュ・フロー △440,126 △84,262

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,749 250,901

現金及び現金同等物の期首残高 764,227 611,755

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  484,477 ※1  862,656
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、すべての工事について

工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半

期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第

２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、当第２四半期累計期間において、該当する請負工事契約が無かった

ため、これによる影響はありません。 

【表示方法の変更】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期損益計算書関係  前第２四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「支払手数料」は、営業外費用総額の100分の20を超えたた

め、当第２四半期累計期間より区分掲記することとしました。 

 なお、前第２四半期累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払

手数料」は 千円であります。 6,010

四半期キャッシュ・フロー計算書関係  財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入れによる収入」及び「短

期借入金の返済による支出」については、借入から返済までの期間が短く、

かつ借入と返済が頻繁に行われていることから、回転が速い項目として「短

期借入金の純増減額」として表示しております。なお、当第２四半期累計期

間の財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入金の純増減額」に含ま

れている「短期借入れによる収入」は、 千円、「短期借入金の返

済による支出」は 千円であります。 

14,200,000

△13,800,000

  
当第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期損益計算書関係  前第２四半期会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「支払手数料」は、営業外費用総額の100分の20を超えたた

め、当第２四半期会計期間より区分掲記することとしました。 

 なお、前第２四半期会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払

手数料」は 千円であります。 3,016
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環

境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと

認められる場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予想やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に経

営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異の発生状況に著しい変化が

認められた場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっております。 

４．工事原価総額の見積方法  工事原価総額の見積りに当たり、当第２四半期会計期間末における工事原

価総額が、第1四半期会計期間末に見積った工事原価総額から著しく変動し

ているものと認められる工事契約を除き、第1四半期会計期間末に見積った

工事原価総額を、当第２四半期会計期間末における工事原価総額の見積額と

する方法によっております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

17,827,692 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

17,493,802

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

流動資産（その他） △45,600 千円

投資その他の資産 △12,900 千円

流動資産（その他） △101,800 千円

投資その他の資産 △17,000 千円

３．特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジッ

ト・ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結

しております。この契約に基づく当第２四半期会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

３．特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

先金融機関（銀行６行）とリボルビングライン（貸出

コミットメント）契約を締結しております。この契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

貸出コミットメントの総額 5,000,000 千円

借入実行残高 2,500,000 千円

差引額  2,500,000 千円

貸出コミットメントの総額 4,000,000 千円

借入実行残高 2,100,000 千円

差引額  1,900,000 千円
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給与 805,488千円

退職給付費用 54,104千円

従業員給与 735,098千円

退職給付費用 50,176千円

※２．固定資産除売却損には次の金額が含まれておりま

す。 

固定資産除却損 

※２．固定資産除売却損には次の金額が含まれておりま

す。 

固定資産除却損 

レンタル資産 4,666千円

建物 5,398千円

その他 7,925千円

計 17,991千円

レンタル資産 3,540千円

建物 6,925千円

その他 981千円

計 11,446千円

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給与 405,688千円

退職給付費用 25,916千円

従業員給与 367,054千円

退職給付費用 25,020千円

※２．固定資産除売却損には次の金額が含まれておりま

す。 

固定資産除却損 

※２．固定資産除売却損には次の金額が含まれておりま

す。 

固定資産除却損 

レンタル資産 2,309千円

建物 3,475千円

その他 4,502千円

計 10,287千円

レンタル資産 1,911千円

建物 6,924千円

その他 962千円

計 9,797千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定  644,477

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △160,000

現金及び現金同等物  484,477

  （千円）

現金及び預金勘定  1,022,656

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △160,000

現金及び現金同等物  862,656

※２．営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の

増加額には、たな卸資産からレンタル資産（固定資

産）への振替金額 千円が含まれております。 851,974

※２．営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の

増加額には、たな卸資産からレンタル資産（固定資

産）への振替金額 千円が含まれております。 617,031
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当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21

年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

ストックオプションとしての新株予約権 

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後

となるもの 

  

 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 持分法を適用した場合の投資利益については、該当する関連会社がないため、記載しておりません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

  

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

普通株式 千株23,356

普通株式 千株1,280

新株予約権の四半期会計期間末残高 千円24,383

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年４月23日 

取締役会 
普通株式  137,975  6.25 平成21年３月31日 平成21年６月24日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  137,975  6.25 平成21年９月30日 平成21年12月９日 利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

売上原価 千円49

販売費及び一般管理費 千円962

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 749.57円 １株当たり純資産額 751.55円

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 13.85円 １株当たり四半期純利益金額 3.95円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前第２四半期累計期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  309,425  87,238

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  309,425  87,238

期中平均株式数（千株）  22,343  22,076

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 8.42円 １株当たり四半期純利益金額 6.44円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前第２四半期会計期間

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  188,212  142,179

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  188,212  142,179

期中平均株式数（千株）  22,342  22,076

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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 該当事項はありません。 

  

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

 平成21年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・137百万円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・６円25銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成21年12月９日 

 （注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２０年１１月１１日

三協フロンテア株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 福原 正三  印   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 佐々木浩一郎 印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年１１月１１日

三協フロンテア株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 海野 隆善  印   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 佐々木浩一郎 印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第41期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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